
 

【別紙様式３】         再評価実施事業調書（令和 7年度） 

番号 １ 事業名 印旛沼流域下水道事業 路線又は箇所名等 印旛沼処理区 

事業所管課 下水道課 事業主体 千葉県 

事業化年度 S43 用地着手年度 S43 
工事着手年度 

工事終了年度 

S43 

R32 

再評価 

の理由 
再々評価 

費用便益比

(B/C) 

2.0 

(1.3) 
総費用 

76,367 億円 

(2,513 億円) 
総便益 

156,103 億円 

(3,212 億円) 
基準年 R7 

供用開始 

年度 
S49 

※上段：全体事業費 下段（ ）：残事業費 

【事業概要】 

項目 
全体計画 

（目標年次:R31） 
事業計画 

(完成予定年次:R13） 

整備状況 
(R7 年度末見込み) 

処理区域面積（ha） 24,073.32ha  20,231.61ha  18,553.84ha 

処理人口（人） 1,308,100 人 1,276,480 人 1,301,028 人 

花見川終末処理場処理能力（㎥/日） 282,000 ㎥/日 369,800 ㎥/日 395,200 ㎥/日 

花見川第二終末処理場処理能力（㎥/日） 431,000 ㎥/日 355,600 ㎥/日 283,600 ㎥/日 

事業費（億円） 3,870 億円 3,650 億円 3,192 億円 
 

【事業の進捗状況】 

指 標 状 況 

事業の進捗状況 
全体計画 24,073ha に対し、整備済は 18,554ha であり、整備率は 77％ 
全体計画 1,308,100 人に対し、整備済は 1,301,028 人であり、普及率は 99％ 

処理場用地の取得状況 花見川及び花見川第二終末処理場用地は取得済みである。 

処理施設の供用状況 
全体計画の処理能力 713,000 ㎥/日に対し、678,800 ㎥/日を整備済で
ある。 

供用開始区域の接続状況 接続率は 99％である。 

地元情勢等 県議会及び関連市、地元等の理解・協力は得られている。 
 

【社会経済情勢等】 

指 標 状 況 

社会経済情勢 
新たに大規模な宅地及び団地開発等はない。 

将来において人口減少等が予測されている。 

自然環境条件 水質汚濁に係る新たな環境基準の設定はない。 

計画変更の有無 

及びその程度 

全体計画は将来人口の増減を反映し、令和６年度に見直している。 

前回再評価から変更。 

【コスト縮減・代替案】 

指 標 状 況 

コスト縮減 

既存施設について、包括的民間委託による維持管理コストの縮減や、ストッ
クマネジメントの導入によるライフサイクルコストの縮減を図っている。 
令和２年度から公営企業会計を適用することにより、中長期的な視点にたっ
た計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図っている。 
下水汚泥処理施設の効率的な整備に向けて、汚泥の資源化・エネルギー利用
を検討している。 
広域化・共同化の取り組みにより市町村事業を含めた総コストの縮減を検討
している。 
全県域汚水適正化処理構想を策定し適切な計画区域を設定している。 

代替案 
浄化槽と下水道の費用比較の結果、下水道が経済的である。また、単独公共
下水道と流域下水道では、流域下水道が経済的である。 

 

【対応方針（案）】 

費用効果分析の結果から、流域下水道事業の投資効果が見込める。下水道の整備率の向上とともに生活環境の改善

や、公共用水域の水質保全等に寄与している。 

代替案との比較結果から、流域下水道での整備が経済的である。 

事業の必要性が高いことから、引き続き事業を継続、推進していく。 



【別紙様式４】（令和 7年度） 

事業概要図 

番号 １ 事業名 印旛沼流域下水道事業 路線又は箇所名等 印旛沼処理区 

 

 

 

 

  



【別紙様式５】        再々評価事業に関する調書（令和 7年度） 

番号 １ 事業名 印旛沼流域下水道事業 路線又は箇所名等 印旛沼処理区 

事業化年度 昭和４３年度 用地着手年度 昭和４４年度 工事着手年度 昭和４３年度 

【再評価の概要】 

 再評価実施年度 

（基準年） 
R2 供用開始年度 S49 対応方針 事業継続 

 Ｂ／Ｃ 1.8 総費用 54,721 億円 総便益 99,104 億円 

 再評価時の委員会の意見及び当時の状況 

 事業の継続が妥当であるとの意見を頂いた。 

 再評価時の進捗状況及び再評価時想定の 5年後の進捗状況 

 計 画 進捗状況(R2) 5年後の想定進捗状況(R7) 

全体事業費 3,870 億円 3,219 億円 3,499 億円 

用地取得面積 45ha 45ha 45ha 

供用面積（延長） 27,391ha 18,259ha 19,888ha 
  

【再々評価の概要】 

 再評価実施年度 

（基準年） 
R7 供用開始年度 S49 対応方針 事業継続 

 Ｂ／Ｃ 2.0 総費用 76,367 億円 総便益 156,103億円 

 再々評価時の進捗状況 

 計 画 進捗状況 

全体事業費 3,870 億円 3,273 億円 

用地取得面積 45ha 45ha 

供用面積（延長） 24,073ha 18,554ha 
  

再評価後の 

経過及び 

処理状況 

 平成 10 年度 事業再評価 

 平成 13 年度 利根川流域別下水道整備総合計画の変更 

 平成 13 年度 全体計画の変更、事業計画の変更 

 平成 20 年度 事業再々評価 

 平成 21 年度 東京湾流域別下水道整備総合計画の変更 

 平成 22 年度 利根川流域別下水道整備総合計画の変更 

全体計画の変更、事業計画の変更 

 平成 27 年度 事業再々評価 

 平成 30 年度 事業計画の変更 

 令和 2年度 事業再々評価 

 令和 6年度 全体計画の変更、事業計画の変更 

 

 


